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１ はじめに 

 核兵器の拡散防止に向けた取り組みは、米国が世界で最初

に核兵器を保有した1945年から開始された。国際原子力機関

（IAEA）の設立や部分的核実験禁止条約の成立を経て、1968

年には核不拡散条約（NPT）が署名のために開放された。1970

年に効力を発生したNPTは、核兵器の拡散防止、核軍備競争

の抑制および核兵器廃絶に向けた努力、ならびに原子力平和

利用の推進を主要な柱に据え、核不拡散体制の「原理」を体

現化し、「規範」を明確にしたものとして、同体制の中心と位

置付けられてきた(1)。 

冷戦という米ソ二極構造の下で構築され発展してきた核不

拡散体制は、その冷戦が終結するという国際安全保障環境の

に

好ましい影響を与えた。核不拡散体制を米英ソによる支配体

1992年に に加

入したことで、「 年１月１日前に核兵器その他核爆発装

置を製造しかつ爆発させた国」（ 第９条３項）と定義さ

れる５核兵器国はすべて 締約国となった。米露（ソ）間

核兵器削減プロセスも、第一次戦略兵器削減条約（

Ⅰ条約）の発効や第二次戦略兵器削減条約（START

の署名など、大きく進展した。また南アフリカは、冷戦終結

に伴う南部アフリカ地域の安全保障環境の好転を受けて、保

いた核兵器をすべて廃棄し、1991

としてNPT NPT締約国数は、 年運用検討

会議時の カ国が、1995 179

カ国にまで増大した。

 他方でこの変化は、核不拡散体制に大きな動揺ももたらし

るIAEA NPT脱退表明は、 締約国による

条約への重大な違反が現実化した事例であるとともに、技術

ことを国際社会に示した事例でもあった。またソ連解体や旧

核分裂性物質および技術者などの管理、ならびにこれらが第

三国に流出することによる核兵器拡散に対する懸念が高まっ

避され、さらにこれらの危機を契機として、IAEA

および原子力供給国グループ（NSG

の強化や、米国の協力的脅威削減（CTR

る旧ソ連諸国への支援が図られた。しかしながら、冷戦期に

は、核不拡散体制に加えて、米ソによるそれぞれの同盟国や

国への安全の保証および行動の管理（以下、「大国による

関与」）を通じて、それらの非核兵器国による核兵器取得の防

による関与」が縮小または終了した地域では、米露（ソ）の

かつての同盟国や友好国が核兵器の取得を模索しても、冷戦

 

 年NPT

の決定は、核不拡散体制に次に訪れた変化であった。NPT

交渉過程で、非核兵器国の中から、核兵器国と非核兵器国と

の間の権利および義務の不平

に対する懸念が示され、条約の最終的な期限は、効力発生か

ら 年後に決定されることになった。核不拡散体制の「原理」

および「規範」を示した は、理論的には失効する可能性

を持っていたが、その無期限延長の決定により、恒久的に存

とする核不拡散体制も恒久的に存続することとなった。 

 本稿では、1995年NPT運用検討･延長会議、この会議以降

の核不拡散体制を巡る動向、ならびに2000年NPT運用検討会

議に関して概観するとともに、核不拡散体制を維持・強化す

るためのアプローチに関して考察する。 

 

２ 1995年NPT運用検討・延長会議 

 NPT運用検討・延長会議(2)は、条約の最終的な期限の決定

を最大の目的として開催された。冒頭の一般演説では、会議

に参加した174カ国のうち99カ国が条約の無期限延長を支持

する発言を行い、その後カナダが提出した無期限延長を支持

する決議案(3)には、５核兵器国を含む104カ国が共同提案国と
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なった。メキシコは条件付きの無期限延長を支持する決議案

(4)を提出したが、この他に無条件の無期限延長に明示的に反

対したのは、25年ごとの反復延長を求める決議案(5)の共同提

案国となったインドネシアなど11カ国、ならびにイスラエル

によるNPT加入を条件とした一部のアラブ諸国だけであっ

た。 

 ５核兵器国がNPT無期限延長を支持したのは、核兵器が拡

散して自国の安全保障利益が損なわれるという可能性を低減

できること、ならびに少なくとも予見し得る将来にわたって

核兵器国としての特権的な地位が保証されることを考えると、

当然であった。これに対して、条約交渉過程ではNPTの無期

限条約化に懸念を示したにもかかわらず、1995年の会議で多

くの非核兵器国が無期限延長を支持したのは、主に冷戦後の

安全保障環境が背景となっていた(6)。 

 冷戦期よりも核兵器拡散の危険が高いと懸念された冷戦後

の安全保障環境において、多くの非核兵器国が懸念した核兵

器に関する現実的かつ直接的な脅威は、核兵器国による核攻

撃よりもむしろ、自国周辺に新たに核兵器を取得する国が出

現することであった。核兵器国と同盟関係にある非核兵器国

は、その核兵器国から提供される拡大抑止（extended 

deterrence）を通じた対応が期待できるものの、核兵器の拡

散によって、地域の安全保障環境や戦略関係が複雑化するこ

とは避けられない。核兵器国と同盟関係にない非核兵器国に

は、当然ながら拡大抑止は提供されていない。核兵器拡散の

脅威を低減する最も効果的な方法の１つは、NPTおよびこれ

を中心とする核不拡散体制の維持・強化であり、多くの非核

兵器国は、NPTの無期限延長を、自国の安全保障利益に資す

ると考えた。 

 また核不拡散体制を巡る冷戦後の好ましい動きは、非核兵

器国をNPT無期限延長支持へと導く効果があった。とりわけ

核軍縮の進展は、非核兵器国に、核不拡散体制の不平等性を

緩和するものとして受け止められた。核兵器国もこの効果は

十分に認識していたと考えられ、1993年のジュネーブ軍縮会

議（CD）における包括的核実験禁止条約（CTBT）交渉開始

への合意、あるいは運用検討・延長会議直前の「非核兵器国

の安全保障（security assurances）」に関する各核兵器国に

よる一方的宣言および国連安全保障理事会決議984(7)は、

NPT無期限延長に対する非核兵器国の支持拡大を１つの目

的としたものであった。 

 無期限延長を支持する非核兵器国が拡大した要因には、こ

れらの他にも、米国をはじめとする無期限延長推進国による

反対国への圧力や働きかけがあったこと(8)、あるいは無期限

延長への反対は核兵器取得のオプションを維持していると疑

われる可能性があったことなどもあげられる(9)。 

 条約の期限に関する決定は、「締約国の過半数による議決」

で行われると規定されていたが（NPT第10条２項）、無期限

延長支持国が過半数を超えたことから、焦点は、いかにして

無投票で無期限延長を決定するかへと移った。そのための方

途として、無期限延長に明示的に反対した国、ならびに無条

件で無期限延長が決定されることに明示的な支持を示さなか

った国の意見や懸念を、何らかの具体的な形で表すことによ

り、これらの国から無期限延長に反対しないという妥協を引

き出すことが模索された。その結果、「条約は無期限に効力を

有すると決定する」旨の「決定３：NPTの延長(10)」は、「決

定１：条約の運用検討プロセスの強化(11)」および「決定２：

核不拡散および核軍縮の原則および目標(12)」とのパッケージ

によって、無投票で採択された。また、このパッケージとは

別に、アラブ諸国の懸念を反映するために「中東に関する決

議(13)」が採択された。 

「決定１」では、運用検討・延長会議以降も引き続き５年

ごとに運用検討会議を開催すること、運用検討会議に先立つ

３年間の毎年、準備委員会を開催し、そこでは手続き事項の

みならず実質事項も議論されること、ならびに運用検討会議

では、条約の履行状況を議論するだけでなく、「将来において

さらに進展が図られるべき分野および手段を明らか」にし、

「条約の履行を強化し、条約の普遍性を達成するために、と

くに何をなし得るかについても検討すること」が定められた。 

「決定２」には、普遍性、不拡散、核軍縮、非核兵器地帯、

非核兵器国の安全保障、保障措置、および原子力平和利用に

関して、原則および目標が示された。これらのうち、核不拡

散体制の維持・強化にとりわけ重要なのは、普遍性、不拡散

および核軍縮の問題であり、「決定２」では以下のことが述べ

られた。まず普遍性に関しては、NPT非締約国、なかでも

IAEA保障措置下にない核施設を稼動させている非締約国に、

NPTへの早期加入を求めた。不拡散に関しては、条約をあら

ゆる側面において履行するあらゆる努力を行うよう求めた。

核軍縮に関しては、具体的な目標として、CTBT交渉の1996

年までの完了、兵器用核分裂性物質生産禁止条約（FMCT）

の即時交渉開始および早期完了があげられ、また核兵器国に

核兵器の廃絶を究極的な目標として核兵器を削減する体系的

かつ漸進的な努力を求めた。 

NPTおよび同条約を中心とする核不拡散体制が存続する

か否かという問題は、NPTの無期限延長により、どのように

存続するか、すなわち核不拡散体制がその信頼性を維持し強

化できるかという問題へと変化した。核不拡散体制の将来が

上述した３つの重要な問題の動向に大きく影響を受けること

は容易に想像できたが、逆にNPT無期限延長がこれらの３つ

の問題にいかなる影響を与えるかについては、必ずしも明確

ではなかった。たとえば核軍縮に関しては、NPT無期限延長

によって、非核兵器国は核兵器国に対して圧力をかける手段

を失い、条約からの脱退も現実的ではないため、核兵器国は

非核兵器国の核軍縮に関する要求を無視できるという見方と、
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核兵器国は核兵器の廃絶に向けた核軍縮の推進を約束したた

め、核兵器国がその約束を誠実に守らなければ、核不拡散体

制に対する支持は急速に失われ、さらに非核兵器国は条約か

らの脱退を正当化できるという見方の、２つの見方が可能で

あった(14)。 

 

３ NPT無期限延長後の動向 

(１) ユーフォリア：1995-1997年 

 NPT無期限延長決定後の約２年間は、核不拡散体制を巡る

状況は必ずしも好ましいものばかりではなかったが、核軍縮

および核不拡散に関して様々な進展が見られ、比較的良好な

安全保障環境であったこととも相俟って、国際社会に核不拡

散体制への楽観的な見方が広がった。 

 この時期の進展としてまずあげられるのは、CTBTが、

1996年９月に国連総会において圧倒的多数で採択されたこ

とであった。他方で、NPT運用検討・延長会議直後から条約

採択までの間に、中国は４回の、またフランスは６回の地下

核爆発実験を実施した。また国連総会におけるCTBTの採択

は、インドの反対によりCDでの採択に失敗したことを受け

てなされた、異例の方法であった。 

 米露間核兵器削減プロセスに関しては、ロシア議会が安全

保障上の理由をあげてSTARTⅡ条約批准を承認せず、条約が

発効しない状態が続いていたが、ロシア議会による早期の条

約批准承認を目的として、両国は、1997年３月のヘルシンキ

二国間サミットにおいて、「核戦力の将来の削減についての

パラメーターに関する共同声明」に合意した。この共同声明

には、STARTⅡ条約発効後に第三次戦略兵器削減条約

（STARTⅢ条約）交渉を開始すること、ならびにSTARTⅢ

条約では両国が配備する戦略核弾頭数を2000-2500発のレベ

ルに削減することなどが盛り込まれた。 

また英仏は、ソ連（ロシア）の脅威が大きく低減したこと

を受けて冷戦終結直後から開始した核兵器の一方的削減を漸

進させた。さらに、冷戦終結後の良好な安全保障環境を背景

に核廃絶論が高まり、スティムソン・センター、キャンベラ

委員会および米国科学アカデミーなどが、その道筋を示した

報告書を発表した(15)。 

 NPT締約国は、1997年末までに186カ国となった。残る非

締約国のうち、ブラジルはラテンアメリカ核兵器禁止条約（ト

ラテロルコ条約）の締約国であり（1998年９月にNPT加入）、

またキューバは核兵器開発につながるような核関連活動を行

っていなかったため、条約の外にあっても核兵器の拡散は懸

念されなかった。他方、NPT非締約国で核兵器能力を保有す

る「事実上の核兵器国（de facto nuclear-weapon states）」

のインド、イスラエルおよびパキスタンが、近い将来にNPT

に加入する可能性は非常に低いとみられていた。 

核不拡散分野における進展としては、1997年５月にIAEA

保障措置協定追加モデル議定書（INFCIRC/540）が採択され

たことがあげられる。その主眼は、IAEAに未申告活動を探

知する権限および能力を付与することであり、このモデル議

定書に基づくIAEA保障措置協定を締結した非核兵器国につ

いては、秘密裏の核活動を行っても効果的に探知されると考

えられている。また非核兵器地帯については、1995年12月に

東南アジア非核兵器地帯条約（バンコク条約）が、1996年４

月にアフリカ非核兵器地帯条約（ぺリンダバ条約）が成立し

た。これにより、南半球の大部分が非核兵器地帯で覆われる

ことになるが、バンコク条約は1997年３月に発効したものの

核兵器国が同条約議定書に署名しておらず、ペリンダバ条約

は現在も発効していない。 

 2000年NPT運用検討会議に向けた第一回準備委員会は、

1997年４月に開催された。核軍縮をはじめとする実質事項、

あるいは準備委員会の役割などに関して意見の相違は見られ

たものの、実質事項について合意された部分を盛り込んだ議

長ペーパーが採択されたこともあり、「決定１」の下での強化

された運用検討プロセスは、無難にスタートした。 

 

(２) 核不拡散体制の危機：1998年以降 

 1998年に入ると、核不拡散体制に対する楽観的な見方は消

えた。 

同年４月のNPT準備委員会では、実質事項のみならず手続

き事項に関しても、ほとんど意見の一致が成立せず、また翌

年の準備委員会に対する報告にも合意できなかったため、失

敗に終わったと評価された。その要因には、中東問題に関す

る米国とアラブ諸国の対立に加えて、核兵器国が核軍縮に関

する議論を避けようとし、また運用検討プロセスの強化にも

前向きでなかったことなどがあげられた(16)。 

核不拡散体制が危機に直面しているという認識を決定的に

したのは、同年５月のインドおよびパキスタンによる地下核

爆発実験の実施、ならびに核兵器保有の公表であった。NPT

締約国ではなく、CTBTにも署名していない両国のこれらの

行動は、国際法に違反するものではないが、南アジアにおけ

る核戦争勃発の可能性を高めただけでなく、核兵器国を５カ

国に限定し、核兵器の一層の拡散を防止するという核不拡散

体制の「原理」および「規範」に挑戦するものであると捉え

られた。また印パ核実験を非難する国連安保理決議1172(17)

は採択されたものの、日米が経済制裁を発動するなど厳しい

姿勢で対応したのに対して、中国、フランスおよびロシアは

制裁を実施しなかった。さらにロシアの駐インド大使は、イ

ンドがCTBTなどに署名し、国際的な核管理体制に参加すれ

ば、ロシアはインドを第６の核兵器国として承認する意向を

示したとも伝えられた(18)。 

 北朝鮮の核問題に関しては、一進一退が続いた。1998年８

月の北朝鮮によるテポドン・ミサイル発射実験に対して、日
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本は、1994年の米朝枠組み合意を履行するために設置された

朝鮮半島エネルギー開発機構（KEDO）への経費負担を一時

凍結した。また米国は1998年に、北朝鮮が金倉里（クムチャ

ンニ）の地下施設に秘密の核施設を建設しているのではない

かとの疑念を高め、これへの査察を要求した。北朝鮮は当初、

これへの立ち入りを拒否したが、最終的には「訪問」という

かたちで受け入れ、核施設が存在しないことが確認されたた

め、危機は回避された。韓国の「太陽政策」を契機として、

南北朝鮮関係は好転しつつあるが、枠組み合意の履行は着実

に進展しているとはいえず、さらに、枠組み合意締結前の北

朝鮮の核活動の実態は、依然として不明であり、北朝鮮の核

開発疑惑は解消されていない。 

イラクは、国連イラク特別委員会（UNSCOM）の査察を

頻繁に妨害し、米英が1998年12月にイラク爆撃を実施した後

は、UNSCOM査察員の入国を完全に拒否した。UNSCOM

については中仏露からの非難も高まり、1999年には

UNSCOMに替わり、新たに国連イラク監視・検証・査察委

員会（UNMOVIC）が国連安保理決議1284(19)に基づいて設

置された。イラクは、これに対しても協力あるいは査察員の

入国を拒否する姿勢を明確にした。 

 米露間核兵器削減プロセスに関しては、ロシアが、米国の

国家ミサイル防衛（NMD）計画およびABM条約改正提案に

強く反発し、米国がABM条約の維持を明確にするまでは

STARTⅡ条約を批准せず、戦略核兵器の一層の削減を行わな

いと主張した。その後ロシアは、2000年４月にSTARTⅡ条

約を批准したが、その際に制定したSTARTⅡ条約批准関連法

で、戦略核兵器の削減とABM条約の維持とを明確に関連付け、

ロシアがSTARTⅡ条約から脱退する権利を有する場合の１

つに、米国によるABM条約脱退または違反を含めるとともに、

発効のために必要な批准書の交換は、1997年９月に署名され

たSTARTⅡ条約議定書およびABM条約に関連する諸文書

(20)が米国によって批准された後に行うとした。ロシアは、

STARTⅡ条約の批准と同時にこれらの文書も批准したが、米

国は現在もこれらの文書を批准しておらず、STARTⅡ条約は

発効していない。 

 米国のNMD計画には、ロシアに加えて中国が強く非難し、

また北大西洋条約機構（NATO）諸国も懸念を示した。中国

は、CDにおいて、FMCTのみならず、宇宙における軍備競

争の防止（PAROS）に関しても、交渉を行うマンデートを

持つ特別委員会を設置するよう求め、米国がPAROSに関し

て交渉を行う特別委員会の設置に反対している。この対立で、

CDでは作業計画に関する合意が成立せず、FMCTに関する

実質的な交渉は開始されていない。中国は、FMCTとPAROS

を関連付けることで、米国のNMD計画を牽制するとともに、

米国がNMD計画を維持する間は、兵器用核分裂性物質の生

産を再開する余地を残しておくという意図があると思われる。 

CTBTに関しては、条約の発効に批准が必要な特定された

44カ国の中に、CDでの採択に反対したインドが含まれてお

り、当初から早期の発効は容易ではないと考えられていた。

さらに米国上院が1999年10月に条約の批准を否決したこと

で、CTBT発効の可能性は一層低くなった。 

 

４ 2000年NPT運用検討会議 

 2000年NPT運用検討会議(21)は、NPT無期限延長後の最初

の運用検討会議であるとともに、上述のように核不拡散体制

を巡る状況が悪い中で開催される会議であったことから、そ

の成否が注目された。これを左右する問題は、準備委員会で

意見の対立が激しかったNMDを含む核軍縮問題および中東

問題であり、またコンセンサス文書の採択が会議の成否を判

断する１つの基準になると考えられた。 

 ４週間の会期中、各国の意見が激しく対立して文書の採択

が危ぶまれる場面が幾度かあったが、最終文書（Final 

Document）(22)がコンセンサスで採択された。最終文書は４

つのパートで構成され、このうちパートⅠでは、「1995年Ｎ

ＰＴ運用検討・延長会議で採択された決定および決議を考慮

した条約の運用の検討」と「強化されたＮＰＴ運用検討プロ

セスの効率の改善」が扱われている(23)。前者は、条約の条文、

ならびに前文のパラグラフに沿って７つの部分に分けられ

(24)、条約の運用状況、ならびに将来に向けた目標および措置

が記された。 

 会議参加国は、最終文書の採択に向けて、妥協も含めて様々

な取り組みを行ったが、その主要なポイントは、次の６点で

あった。 

 第一に、米国が計画しているNMDに関してであった。こ

の問題で会議が紛糾するのではないかと懸念され、一般演説

ではロシア、中国およびフランスをはじめ多くの国がNMD

計画を批判した。その後、核兵器国は共同声明で、｢戦略的安

定の基盤であり、戦略攻撃兵器の一層の削減の基礎である

ABM条約を維持および強化する(25)｣という、NMDを許容す

るとも否認するとも解釈できる曖昧な文言を用いて、会議で

はNMDに関する議論を事実上棚上げすることに合意し、最

終文書でも核兵器国の共同声明と同様の文言が用いられた。

これは、核兵器国に、NMD問題を運用検討会議で議論して

も結論は出ず、対立を悪化させて会議を失敗させるだけだと

いう考慮が働いた結果であった。 

 第二に、新アジェンダ連合（NAC）が核兵器国に強く求め

た「核兵器の全面廃絶に関する明確な約束（unequivocal 

undertaking）を行い、次の運用検討期間である2000-2005

年の間に加速された交渉プロセスに取り組み、…核軍縮を導

く措置をとる(26)」ことに関しては、とりわけフランスおよび

ロシアが強く反対したが、最終的には核兵器国とNACとの間

で妥協が成立し、「核兵器国による核兵器の全面廃絶に関す
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る明確な約束」だけが最終文書に含められた。この文言には、

核兵器国がこれまで受け入れてきた「核兵器廃絶という究極

的目標」を一歩先に進めたという評価があるものの、核兵器

国の核軍縮努力に及ぼす実質的な影響には疑問が残る(27)。 

 第三に、FMCTに関して、最終文書では「CDに対して５

年以内の妥結を目的とした交渉の即時開始を含む作業計画に

合意する」よう求めた。日本および豪州は、その作業文書で、

2003年、遅くとも2005年までの交渉終了、ならびに条約成立

までの間の兵器用核分裂性物質生産モラトリアムを提案した

が(28)、核兵器国の中で唯一モラトリアムを宣言していない中

国が、これらの提案に強く反対した。その結果、最終文書に

は、モラトリアムに関しては盛り込まれず、また条約成立の

期限も、いつから５年以内かが明示されない、様々な解釈が

可能な曖昧な表現になった。 

 第四に、最終文書で「核兵器国による核軍縮を導く措置」

としてあげられた６つの具体的措置(29)に関しては、核兵器国

が強く反対したものの、妥協の成立により盛り込まれたもの

が含まれている。たとえば、「核兵器能力および核軍縮協定の

履行に関する透明性」に関しては、中国が、中小規模の核兵

器国に透明性措置を求めるのは、その国の安全保障からも、

世界的な戦略バランスおよび安定性からも有益ではないと主

張して反対したが、「自発的信頼醸成措置」という文言を挿入

することで妥協した。「核兵器の運用ステータスの低減」は、

NACによる警戒態勢解除（de-alerting）および核弾頭の取り

外し（de-mating）の提案を反映したものだが、具体的措置

については核兵器国の反対で最終文書から削除された。加え

て、とくに中仏露が、核軍縮の推進には戦略的安定の維持が

必要であると強調し、これを明記するよう求めた結果、「核兵

器国による核軍縮を導く措置」は、「国際的な安定を推進する

方法で、すべての国の安全が損なわれない原則を基礎」に実

施されることとされた。 

第五に、普遍性の問題に関しては、最終文書において、

NPT非締約国のキューバ、インド、イスラエルおよびパキス

タンを名指しし、条約に非核兵器国として加入することなど

が求められた。またNPT運用検討会議議長に対して、NPT

非締約国に、この問題に関する締約国の見解を公式に伝え、

その反応を締約国に報告するよう要請した。 

エジプトを中心とするアラブ諸国は、過去の運用検討会議

でも、採択される文書にはイスラエルを名指しするよう求め

てきたが、イスラエルと緊密な関係にある米国がこれに強く

反対してきたため、非締約国名が明記されたことはなかった。

今回の最終文書で非締約国名が明記されたことは、米国がこ

の点で譲歩したことを示すものであった。また中東問題との

関連では、アラブ諸国が求めていた運用検討会議における中

東問題に関する補助機関の設置について、会議前は反対して

いた米国が、他の地域の問題をも取り扱うことを条件に「地

域問題に関する補助機関」の設置を認めた。 

インドおよびパキスタンに対しては、最終文書で、両国の

核爆発実験が非難され、両国には核兵器国あるいは他の特別

な地位を与えないことが宣言されるとともに、両国に国連安

保理決議1172にあげられた措置を実施するよう求めた。 

第六に、不遵守の問題に関しては、北朝鮮およびイラクが

主要な対象であった。運用検討会議に出席しなかった北朝鮮

については、IAEAが北朝鮮による冒頭報告の正確性および

完全性を検証できず、核物質が転用されていないとは結論付

けられないことに懸念が示されるとともに、北朝鮮に対して

IAEA保障措置協定の完全な遵守を求めた。 

イラク問題については、核軍縮および中東問題で大幅な譲

歩を行ったと考えた米国が、いわばその対価として、強い表

現で最終文書に盛り込むよう求めたのに対して、イラクは国

連安保理の問題を運用検討会議で持ち出すべきではないと主

張して反発し、両国が最後まで対立した。両国および関係諸

国の粘り強い交渉の結果、最終文書には、IAEAは国連安保

理決議687の下での義務をイラクが遵守しているとの保証を

与える立場にないというIAEA事務局長の声明が示されると

ともに、IAEAが保障措置の対象となる核物質の存在を2000

年１月に検証できたことを留意し、イラクの完全かつ継続的

なIAEAとの協力およびその義務の遵守の重要性を再確認す

るという、IAEA事務局長の声明とイラクの主張を同時に盛

り込む形で妥協が成立した。 

 

５ 核不拡散体制維持・強化のためのアプローチ 

 国家が核兵器の取得を模索する第一の目的は国家安全保障

の強化であり(30)、同様に国家が核兵器取得オプションの放棄、

保有する核兵器の削減や廃棄、あるいは核兵器に関連する

様々な規制を受け入れるか否かについても、「国家安全保障

に関する考慮」が強く反映される。加えて、ある国による核

兵器に関連する行動は、核兵器の持つ破壊力や抑止力の大き

さから、直ちに他国の「国家安全保障に関する考慮」に大き

な影響を与え、核兵器に関連する行動の連鎖を引き起こし得

る。これは、核不拡散体制にとって好ましい動きの場合にも、

逆に好ましくない動きの場合にも当てはまる。核不拡散体制

を巡る近年の好ましくない状況を構成してきた各国の行動に

は、国家威信や大国としての地位の確保、あるいは国内政治

情勢といった要因も働いていたことは無視できないが、少な

からず「国家安全保障に関する考慮」が反映されており、核

不拡散体制を巡る今後の動向も、当然のことながら「国家安

全保障に関する考慮」という側面に大きく左右される。 

 他方、これに加えて、「核不拡散体制の信頼性」という側面

が同体制に与える影響に関しても注意を払う必要がある。 

核不拡散体制を巡る好ましくない状況を構成してきたのは、

同体制の「原理」および「規範」に反するような、あるいは
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これらを無視するような行動であった。そのような行動は、

国家安全保障利益を考えて選択されたものかもしれないが、

仮に他国への核兵器に関連する行動の連鎖を直ちには引き起

こさなかったとしても、そのような行動を選択する方が核不

拡散体制の「原理」および「規範」を遵守するよりも多くの

国家安全保障利益を得ることができると考える国を増大させ

るかもしれない。さらに、これらの国による核不拡散体制の

「原理」および「規範」に反するような、あるいはこれらを

無視するような行動が頻発するようになれば、核不拡散体制

に参加していても国家安全保障利益は十分には確保されない

のではないか、あるいは核不拡散体制には安全保障環境を改

善する力がないのではないかといった疑念を一層高め、「核

不拡散体制の信頼性」を一層低下させることにもなりかねな

い。 

 また核兵器国の、とりわけ核軍縮に関する動向は、「国家安

全保障に関する考慮」の側面とは必ずしも関連しない要因か

ら「核不拡散体制の信頼性」に影響を与える。非核兵器国は、

核不拡散体制の不平等性の緩和、すなわち核軍縮の推進を核

兵器国に対して強く求めてきた。なかでも、核兵器国や事実

上の核兵器国から核攻撃を受ける可能性、ならびに近隣に核

兵器を取得する国が現れる可能性がともに低く、国家安全保

障問題における核兵器問題の優先順位が高くない多くの非核

兵器国にとって、核不拡散体制に関する最大の関心は、核軍

縮が進展したか否かということである。NPT運用検討・延長

会議前には核軍縮が進展し、その後は核兵器国が核軍縮に消

極的であるという事実は、「NPTの期限に関する決定」が核

兵器国に核軍縮努力を促進させる効果的な手段であったこと

示している。核軍縮が停滞を続け、または後退すれば、「NPT

の期限に関する決定」という核兵器国に対して圧力をかける

手段を失った非核兵器国の間に、核不拡散体制に対する不満

やあきらめを高めるであろう。 

 NPT締約国である187カ国のうち158カ国が参加した2000

年運用検討会議において、コンセンサスで最終文書が採択さ

れた最大の理由は、参加国がそのような文書の採択を欲した

からであった。非核兵器国は、一定の譲歩を行ったとしても、

核兵器国から核軍縮に関する約束を核兵器国が同意した文書

を通じて取り付けることが重要だと考えた。他方、当初はコ

ンセンサス文書の採択に必ずしも固執していたわけではなか

った核兵器国が(31)、会議ではその採択に向けて一定の譲歩を

行った背景には、核兵器国の非妥協的な姿勢でコンセンサス

文書が採択できなかったという非難が集中するのを避けたい

という考慮があったと思われる(32)。そして、会議参加国に共

有されたのは、運用検討会議を失敗に終わらせないという目

標であり、コンセンサス文書の採択はこれを示す最も具体的

な方法であるという認識であった。コンセンサス文書が採択

されず、会議が失敗したとしても、各国の「国家安全保障に

関する考慮」に直ちに重大な影響を及ぼすわけではない。こ

のことを考えると、会議参加国が上述のような目標および認

識を共有し、その目標に向けて妥協や譲歩を含めた努力を行

ったのは、核不拡散体制を巡る状況が悪い中で、さらに会議

が失敗すれば、「核不拡散体制の信頼性」の低下に拍車がかか

り、同体制を巡る状況が一層悪化することを懸念して、これ

に歯止めをかけようとしたためだと考えられる。 

 「核不拡散体制の信頼性」が低下しても、同体制を巡る動

向に、短期的に目に見える影響を及ぼすとは限らず、中長期

的にいかなる影響があるかも明確ではない。会議参加国の懸

念も、具体的なものというよりも、漠然としたものであった

といえる。しかしながら、「核不拡散体制の信頼性」が大きく

損なわれれば、核不拡散体制を軽視してその「原理」および

「規範」に反するような、あるいはこれらを無視するような

行動が頻発したり、そのような行動の口実に用いられたり、

NPTや核不拡散体制に関連する条約や取極などから脱退す

る国が相次いだりする可能性は排除できない(33)。これらは、

核不拡散体制のさらなる弱体化あるいは崩壊を導き、核兵器

の一層の拡散、核軍縮の停滞や核軍備増強、あるいは原子力

平和利用の阻害といった重大な不利益をもたらしかねない。 

 NPTを中心とする核不拡散体制は、今後も多くの国の国家

安全保障利益を含む国益に資するものであり、地域や国際の

平和および安全を確保するものである。またNPTは、核兵器

国に核軍縮義務を課す唯一の多数国間条約である。他方で、

この体制は、核兵器という「国家安全保障に関する考慮」に

大きな影響を与える兵器を取り扱うとともに、核兵器国と非

核兵器国の間の不平等性を前提に構築されたものであり、微

妙なバランスの上に成り立っている。この核不拡散体制を維

持・強化するためには、核不拡散体制の動向を左右する普遍

性を含む核不拡散問題、ならびに核軍縮問題に関して、「国家

安全保障に関する考慮」および「核不拡散体制の信頼性」と

いう２つの側面からアプローチする必要がある。 

現在、核不拡散努力が向けられるべき第一の対象は、事実

上の核兵器国および懸念国である。これらの国の問題を解決

するためには、核兵器取得を模索する要因となっている、こ

れらの国の脅威認識や地域の安全保障環境に注目する必要が

あり、個別的な対応や地域的アプローチ、さらには地域の安

全保障環境の改善が、これまで以上に重要になってくると思

われる(34)。また核不拡散体制の「原理」および「規範」に反

するような、あるいはこれらを無視するような行動に対して

は、現実的な対応が必要であるが、同時に、「核不拡散体制の

信頼性」を低下させないためにも、たとえば事実上の核兵器

国や新たに核兵器を取得する国にはNPTの下での核兵器国

と同等な地位を与えず、核兵器国に準ずるような取り扱いも

しない、あるいは核不拡散体制の「原理」および「規範」に

反する行動を取る国には不利益が与えられるなどといった、
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核不拡散体制の「原理」および「規範」に乖離しない対応が

求められる。輸出管理を中心とするサプライサイド・アプロ

ーチは、核兵器の拡散防止を完全に保証するものではないが、

国家が核兵器を取得するまでの時間を遅らせ、その間に核兵

器取得の意思を放棄させるための取り組みを可能にするだけ

でなく、核兵器の拡散を許容しないという国際社会の意思を

明確に示すものでもあることから、今後も重要である。また

IAEA保障措置や輸出管理という、NPTを中心とする核不拡

散体制の中心的な制度は、これまでに相当程度強化されてき

たことから、今後の課題は、その参加国を増やすこと、なら

びに参加国がその義務を誠実に遵守することである。 

 核軍縮を巡る当面の動向は、2001年に発足した米国ブッシ

ュ政権の動向に大きく左右されると思われる。ブッシュ政権

は、核兵器の大幅削減と合わせて、NMDを含むミサイル防

衛を積極的に推進し、またCTBTを批准しないという方針を

明確にしているが、後者２つの政策に関しては、国際社会か

ら、米国は核不拡散体制への関心を失い、同体制や関係諸国

の懸念に配慮せずに国家安全保障の強化を模索しているので

はないかとの疑念が高まっていることを留意すべきである。

国家安全保障の強化は、核兵器国のみならずすべての国家の

権利であるが、核兵器国による核不拡散体制の「原理」およ

び「規範」に反するような、あるいはこれらを無視するよう

な行動は、他国の「国家安全保障に関する考慮」の側面に大

きな影響を与え、直ちに核不拡散体制にとって好ましくない

動きの連鎖をもたらすだけでなく、「核不拡散体制の信頼性」

をも大きく低下させる。また核軍縮に消極的な姿勢は、核軍

縮の進展を阻害するだけでなく、非核兵器国に対して、核兵

器が安全保障上も、あるいは大国としての地位を確保するた

めにも依然として価値のある兵器であるというシグナルを与

えることになりかねない。核兵器国は、「国家安全保障に関す

る考慮」の側面のみならず、「核不拡散体制の信頼性」の側面

をも十分に考慮して、核軍縮の進展に積極的に取り組む必要

がある。 

 

６ おわりに 

 NPT無期限延長の決定は、条約が恒久的に存続するという

保証を与えたが、これを中心とする核不拡散体制が将来も安

定した体制であり続けるという保証を与えたわけではない。

核不拡散体制において解決が必要な問題の多くは、その解決

が非常に困難なものである。また核兵器の持つ破壊力や抑止

力の大きさを考えると、核不拡散体制に対する挑戦は今後も

起こりうる。さらに、核不拡散体制の不平等性は、核兵器国

と非核兵器国との間に深刻な対立を引き起こす可能性を孕ん

でいる。1995年運用検討･延長会議で採択された「決定２」

および2000年運用検討会議で採択された最終文書には、核不

拡散体制において一層の進展が図られるべき分野や措置が記

されたが、国際社会は、核不拡散体制を維持・強化するため

に、「国家安全保障に関する考慮」および「核不拡散体制の信

頼性」という２つの側面を十分に考慮しつつ、これらを実行

に移し、核不拡散および核軍縮を推進しなければならない。 
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